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1. はじめに 
 近年、法人税法において課税ベースの拡大(1)がみられる。この背景には２つの要素
が考えられる。一つは、確定決算主義を採用する法人税法においては、企業会計の変
容が法人税法の課税所得に与える影響である。この企業会計における変容の原因には
国際財務報告基準（IFRS）の影響が大きいものと思われる。 
 もう一つは、グルーバル化の中で、各国が税率の低減等の必要に迫られており、こ
の反面、税収の確保の必要があり、課税ベースが拡大するというものである。この問
題は、OECD 等で国際的な問題となっており、BEPS（Base Erosion and Profit 
Shifting、税源浸食と利益移転）(2)問題として議論の最中である。 
 本稿では、課税ベースが拡大した要素を検討材料とし、その要素の根拠に IFRSの
影響が含まれているかを理論的に検討する。また、IFRS の会計観は、従来の我が国
の会計観と異なるものであるが、会計理論的な説明が可能である。これに対し、IFRS
の影響と異なる課税ベースの拡大があり、会計理論的な説明が困難であるものが含ま
れていることを示し、その問題を指摘する。 
 
2. 我が国における IFRS導入等の議論 
 2.1 会計制度の多線化と法人税法の課税所得への影響 
 法人税法における課税ベースの検討に先立ち、確定決算主義を採用する我が国の法
人税法の課税所得算定の基礎となる企業会計の変容を整理することとする。 
 我が国では、企業会計の制度の多線化が進んでおり、現在、適用可能な会計制度（検
討中を含む）としては、次のものが挙げられる。 
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 ・日本基準（企業会計原則・企業会計基準、J-GAAP） 
 ・米国基準（US-GAAP） 
 ・国際財務報告基準（IFRS） 
 ・修正国際基準（JMIS）(3) 
 ・（中小会計指針） 
 ・（中小会計要領） 
 
 これらを上場の有無、個別と連結という観点から区分して図示したものが、図表 1
である。ここでは、それぞれの区分に応じ、適用可能な会計制度を示すとともに、IFRS
やJMISが個別財務諸表へ影響し、課税所得計算に影響を及ぼすという関係性を図示
している。我が国では、連結先行やダイナミックアプローチとして連単分離でないス
タンスも示されていたが、企業会計基準第 25 号において実質的に包括利益の表示を
連結財務諸表のみに限定する(4)連単分離の動きが進んでいる。また、公正処理基準を
通じて個別財務諸表（特に会社法会計）への影響が課税所得計算に影響をもたらす可
能性があることを図示している。 
 
図表１ 我が国で適用可能な会計制度（検討中を含む）と IFRS等の課税所得への影響 
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課税所得計算 
    確定決算主義： 
 
連結財務諸表の課税所得への影響の排除 会計と税の分離 
（出典）坂本（2014）スライド5を一部修正 
 
 2.2 2つの会計観と企業会計の変容 
 図表1のように分類できる現行の会計制度であるが、このような影響関係の前提と
なる企業会計と法人税法との差異の存在を示し、その差異が生じる原因を企業会計に
おける会計観から整理する。 
 基本的な会計観としては、損益計算書と貸借対照表の連携を前提とする場合、資産
負債を重視し、資産負債から定義する資産負債アプローチ（資産負債利益観）と期間
損益計算を重視し、収益費用から定義を行う収益費用アプローチ（収益費用利益観）
がある。 
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 IFRS は、資産負債アプローチを重視しており、企業会計原則は収益費用アプロー
チを重視(5)しているものと思われる。近年、企業会計基準委員会より公表されている
企業会計基準は、企業会計原則と共にJ-GAAPを構築しており、基本的には収益費用
アプローチを採用しており、純利益を重視した会計観を基礎とするものと思われる。
しかし、個々の基準の中には IFRSとのコンバージェンス等の流れを踏まえた改正を
反映させるために公表したと思われるものもあり、資産負債アプローチと整合性の高
い処理等もみられる(6)。 
 この企業会計における 2 つの会計観と会計制度の位置付けを示したものが、図表 2
となる。 
 
図表２ 会計制度の多線化と会計観の差異 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 資産負債アプローチ 
（資産負債利益観） 
収益費用アプローチ 
収益費用利益観 
会計課題 企業の富（豊かさ）の把握 企業活動の効率性の把握 
利益計算方式 期末純資産－期首純資産 収益－費用 
財務諸表要素 資産・負債を中心に定義 収益・費用を中心に定義 
資産の定義 経済資源（将来経済便益） 経済資源＋将来費用 
負債の定義 経済便益を犠牲にする現在義
務 
現在義務＋将来収益および引
当金 
費用収益の対応 資産・負債の副次的把握手段 会計の中心的手続き 
利益概念 包括利益 純利益 
業績の意味 計算結果：短期独立思考 純成果：長期平準化思考 
  
（出典）表部分は佐藤（2014）p.44を参照し、筆者作成。 
 
 法人税法との課税所得算定との関係でいえば、実現概念等で共通性を有する収益費
用アプローチとの整合性が高いが、基本的に時価評価損益の計上を禁止する法人税法
と資産負債アプローチとは整合性が低いものとなる。 
 この点で、企業会計基準の公表前のJ-GAAPと比較して、近年の企業会計の改正に
より企業会計と法人税法の乖離が進んでおり、ここに IFRSの影響が一定程度関与し
コンバージェンス
IFRS 企業会計基準 企業会計原則 
（重点） （重点） 
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ているということができる。 
 
 2.3 会計制度間の乖離 
 この企業会計の変容に基づく企業会計と法人税法の乖離とは異なる動きが生じてい
る。2012 年 2 月に、中小企業の会計において、「中小企業の会計に関する基本要領」
（以下、「中小会計要領」という）が公表され、わが国の会計制度間においても乖離が
明確になった。中小会計要領では、従来の会計制度の中心的な役割を果たした企業会
計原則に回帰する内容となっており、IFRS の影響を排除するということに加え、中
小企業の実態を反映することを考慮したものとなっている。中小会計要領公表前に、
中小会計向けの会計制度としては、「中小企業の会計に関する指針」（以下、「中小会計
指針」という）が公表されていた。中小会計指針は、IFRSの影響を受け、また、中小
企業の事務処理能力等を考えると処理が煩雑かつ難解であるとの指摘(7)があり、これ
とは異なる会計制度として新たに公表されたという経緯がある。 
 IFRS との関係に限定して表現すれば、J-GAAP 全体がコンバージェンスの流れの
中で変容し、この変容に逆行するような会計制度として中小会計要領が公表されてい
る。このように会計制度の多線化の中で、会計制度内にも乖離が生じている。 
 このような流れの中で、法人税法も売買目的有価証券の時価評価のような改正も行
われており、現行の企業会計に整合的な課税所得算定の取扱いも定められている。 
 このような3種類の方向性での動きの中で、それぞれに乖離が生じている。この関
係を図示したものが、図表3となる。 
 
図表３ 会計制度間の乖離と法人税法との乖離 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典）鈴木（2014）スライド2を一部修正 
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 このような関係を考慮すると、企業会計と法人税法の乖離を論じる場合には、企業
会計における会計制度間の乖離と、法人税法における課税ベースの拡大により生じる
乖離を区分する必要がある。 
 
3. 法人税法における課税ベースの拡大とその意義 
 本稿では、このような乖離のうち課税ベースの拡大と企業会計における変容の関係
を検討するため、企業会計における主要な会計観である資産負債アプローチと収益費
用アプローチの両面から検討を行うこととする。 
 
 3.1 利益概念の差異による影響 
 前節では、会計制度の観点から、法人税法における課税ベースの拡大の背景に、IFRS
の影響が考えられることを示した。ここでは、より具体的な課税ベースの拡大に影響
を及ぼしうる項目を対象に検討を行う。 
 まずは、影響の大きいと思われる利益概念の差異から生じる影響を取り上げる。 
 IFRS の会計観は資産負債アプローチを重視している。資産負債アプローチでは、
資産負債の一定期間における変動を利益として捉え、この変動は包括利益として示さ
れる。従来のわが国の会計観である収益費用アプローチでは、当期の実現収益に対応
する費用を計上し、この差額として純利益を示す。包括利益と純利益の差異は、その
他の包括利益とされ、収益費用アプローチでは計上しない未実現の収益等により構成
される。その他の包括利益の代表的な項目としては、その他の包括利益評価差額が挙
げられるが、収益費用アプローチでは未実現であり、純利益には含まれない項目であ
る。 
 企業会計においては、企業会計基準第25号「包括利益の表示に関する会計基準」に
より、連結財務諸表において包括利益が表示されることになった。ここでは、純利益
の情報の重要性を示し、必ず純利益を表示した上で包括利益の表示をすることとして
いる（企業会計基準第25号、第22項）。その他有価証券(8)については、純利益の計算
には影響しないにもかかわらず、貸借対照表上、時価評価を行う会計処理が定められ
ている。 
 ここで、法人税法における収益認識では、「原則として、実現した利益のみが所得で
あるという考え方（実現原則）を採用し、未実現の利得を課税の対象から除外してい
る」（金子宏（2014）p.296）と説明されている。このため、その他の包括利益を含む
利益概念を基礎として、課税所得を算定するのであれば、課税ベースの拡大が生じる
こととなる。 
 実際、会計制度の変更に伴い、かつては未実現であるとして益金算入を認めていな
かった売買目的有価証券の評価益について、益金算入が認められるように改正(9)され
ており、課税ベースの拡大(10)が生じている。 
 なお、売買目的有価証券は、金融商品であり、貨幣性資産とみる見解も考えられ、
例外的に認められていると考えることもできる。このように売買目的有価証券を例外
的に捉えた場合、課税ベースの拡大は売買目的有価証券と同様の例外的な項目にしか
生じないことになる。このため、法人税法の課税所得算定において、包括利益を基礎
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とすることの理論的可能性を検討する。 
 結論から示すと、包括利益を基礎とした課税所得算定は理論的には可能であると思
われる。つまり、担税力を「所得の発生原因と実態、その性格や形成の態様および資
金的な裏付けなどを考慮して、租税支払能力および租税負担能力を配慮する」（富岡
（2003）p.877）と考えた場合、包括利益も、クロス取引や流動化の可能性を仮定する
のであれば租税支払能力がないとすることはできず、また、一期間の純資産増加とい
う業績を表すという点で租税負担能力を示すことになる。 
 このように理論的には解釈可能であると考えるが、この見解はあくまでも理論的な
ものである。現実の制度化等を検討するのであれば、追加的な検討が必要になること
に注意が必要である。例えば、クロス取引については、通常価格上昇を期待し売却し
たくないから保有しているにも関わらず、これを売却する仮定となり、これを実行さ
せるとすると、中立性に反するという問題が生じる。また、流動化についても、取引
市場の存在等の実行可能性の担保が必要であり、この範囲で、かつ、実行する意思が
ある場合においてのみ有効な見解とする必要がある。このような租税支払能力に関す
る仮定の制約等が、我が国の実態に合致するものであるか等の検討が必要である。 
 
 3.2 引当金の縮小の意義 
 3.1 では、企業会計の影響が考慮可能な包括利益概念を通じた課税ベースの拡大に
ついて検討を行った。包括利益概念は、従来の我が国の会計観とは異なるものである
が、会計理論的には説明が可能である。 
 ここからは、課税ベース拡大において、特徴的な引当金の縮小・廃止を通じて検討
を行う。現行の法人税法上、引当金は、返品調整引当金(11)及び貸倒引当金（中小法人
等）のみとなっている。これらが会計理論的に説明可能であるかを含め検討するため、
収益費用アプローチと資産負債アプローチの両面から検討を行う。 
 収益費用アプローチを重視している企業会計原則では、引当金について「将来の特
定の費用又は損失であって、その発生が当期以前の事象に起因し、発生の可能性が高
く、かつ、その金額を合理的に見積ることができる場合には、当期の負担に属する金
額を当期の費用又は損失として引当金に繰入れ、当該引当金の残高を貸借対照表の負
債の部又は資産の部に記載するものとする。」（注解18）と規定され、費用収益対応の
原則が重視されたものとなっている。 
 このような引当金の計上根拠としては、発生主義によるとする見解が一般的(12)であ
る。引当金は、当期に支払い等の事実はない将来事象であり、経済価値費消事実では
ないとされる。ここで、発生主義を広義に捉え、経済価値費消事実のみではなく、経
済価値費消原因事実まで含むと考え、引当金の設定は、経済価値費消事実ではないが、
経済価値費消原因事実に基づくので、広義の発生主義に基づき計上される。 
 このように、引当金は、収益費用アプローチにおいては計上すべき項目として位置
付けられる。 
 一方、資産負債アプローチを重視する IFRSでは、富の増減（経済的便益の把握）
の観点から費用収益対応の原則を軽視しており、費用収益対応の観点からは引当金の
計上はできない。 
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 ただし、負債の定義に合致するものは非金融負債(13)として負債計上され、負債性引
当金に相当する項目の計上がなされることになる。また、貸倒引当金に相当する金額
は、公正価値測定において、債権の回収可能性が考慮され債権評価に含まれることに
なる。 
 資産負債アプローチでは、資産負債を重視した会計観であることから、将来事象の
影響も資産負債として認識や測定において配慮することになる。これが引当金に相当
する部分となる。このように考えると、修繕引当金や特別修繕引当金のような債務性
のない負債性引当金の計上の有無に差異が生じることになる(14)が、これ以外の引当金
については名称等の差異があるにしても資産負債アプローチでも計上されることにな
る。 
 このように、引当金に相当する項目のほとんどは、資産負債アプローチでも計上す
べき項目となる。 
 こうして、企業会計においては、引当金は、その範囲等に差異が存在するものの資
産負債アプローチにおいても収益費用アプローチにおいても計上すべき項目とされる。 
 これに対し、現行の法人税法では、課税ベースの拡大の観点から、引当金の縮小・
廃止を行っている。平成 10 年度の法人税法改正において、それまで認められていた
賞与引当金、退職給与引当金、製品保証引当金、特別修繕引当金が廃止となった。ま
た、貸倒引当金も段階的に縮小され、平成 23 年度の法人税法改正では中小企業にの
み適用可能な規定とされた。この背景には、グローバル化の中で法人税率の低減が必
要とされていることがある。歳入を確保しつつ、税率を低減させるとすれば課税ベー
スを拡大するしかないということであろう。 
 しかし、引当金の縮小・廃止ついては、会計理論からは説明ができないものであり、
租税政策的な対応と言わざるを得ない。仮に、IFRS の影響という観点(15)で見直した
としても、平成 10 年度の改正により廃止された項目のうち、特別修繕引当金だけは
資産負債アプローチから否定される可能性があるが、これ以外は根拠のない課税ベー
スの拡大ということになる。 
 所得課税の本質は、適正な課税所得を算定することである。実際の課税所得は、理
論上の所得金額から乖離した「実定法上の課税所得」（品川（2008）p.214）となり、
政策的配慮等も考慮する必要がある。しかし、税収確保のために根拠なく課税ベース
を拡大することは、資本への課税を行うことにつながる。このような課税ベースの変
容を続けると、資本（原資）には課税しないことによって「資本主義的拡大再生産を
保障する」（金子宏（2014）p.180）ことが担保できなくなり、所得課税の本質を失う
ことになりかねない。 
 
4. おわりに 
 本稿では、企業会計における制度会計間の乖離と企業会計と法人税法間の乖離が生
じていることを示した。この乖離の検討を通じて、IFRSの制度的な影響の可能性と、
IFRSと従来の我が国の会計観の差異から生じる具体的な変容の内容を示した。 
 これらと異なるベクトルの動向として、引当金の縮小・廃止を取り上げ、IFRS と
関係ない法人税法の改正が存在する。 
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 グローバル化の中で、各国が税率の低減等の必要に迫られており、この反面、税収
の確保の必要があり、課税ベースの拡大が必要となる流れがある。この問題は、OECD
等で国際的な問題となっており、BEPS問題として議論の最中である。 
 しかし、課税ベースの拡大の議論は、適正な課税所得の算定が前提のものであり、
安易にこれをゆがめるべきものではない。政策的配慮等により理論上の課税所得とは
異なる実定法上の課税所得となることはやむを得ない現実としても、安易に認められ
るものではないはずである。 
 例えば、神奈川県臨時特例企業税事件（最高裁平成25年3月21日判決）(16)のよう
な繰越欠損金相当に課税する条例も、控除項目を恩典的に考え、課税ベースの拡大を
安易に行おうとしたものであり、適正な課税所得という観点からは、当然に認められ
ないものであろう。 
 今後、「経済の好循環の実現を力強く後押しするために税率引下げを先行させるこ
ととし、平成27年度から、現行の25.5％から23.9％に引き下げる。」（自由民主党・
公明党（2014）p.3）とされ、法人税率の一層の引き下げが検討されている。BEPS問
題との兼ね合いも注視すべき点となるが、何よりもこの税率低減に伴い課税ベースの
拡大が生じるかという点も大きな問題となる。本稿では紙幅の関係で扱えなかったが、
外形標準課税との関係も含め一層の検討が必要ある。 
 
【注】 
 (1) 課税ベースという用語の厳密な定義は見られないが、後述するような税率の低減とセットで用
いられることが多い用語法となっている。大まかな意味としては、課税標準（課税所得）を拡大
することを意味する用語として用いられているものと思われる。本稿では、今後の税制改正等の
検討で広く用いられていることを尊重しこの用語を用いることとするが、課税所得の算定のプロ
セス等に関する議論において課税所得算定等の表現を用いることとする。 
 (2) BEPS問題については、OECDやG20で大きな問題ととらえており、近年、OECD（2013）、
OECD（2014a）、OECD（2014b）、OECD（2014c）と続けて報告書が公表されている。詳細
はこれらの報告書を参照。 
 (3) JMISは、2014年7月31日に公表された公開草案となっている。しかし、自由民主党（2014）
によると、（IASBの）「モニタリング･ボードのメンバー要件として求められている『IFRSの顕
著な適用』を実現するために、この要件の審査が行われる2016年末までに、国際的に事業展開
をする企業など、300 社程度の企業が IFRS を適用する状態になるよう明確な中期目標を立て、
その実現に向けてあらゆる対策の検討とともに、積極的に環境を整備すべきである。」（自由民主
党（2014）p.6）としており、導入だけなく、その後の利用についても積極的に取り組む姿勢が
示されている。 
 (4) 企業会計基準第25号の規定は、連結財務諸表に限定するものではないが、個別財務諸表への
適用は今後の検討とされ（第14項）、現在（2014年12月）まで適用の指示は示されていない。 
 (5) 現実の会計制度として考えた場合、全てを資産負債アプローチや収益費用アプローチで説明で
きるとは限らない。どのような会計観を重視して会計制度が構築されており、この会計観と実際
の処理等がどのように乖離しているかを把握することが重要である。 
 (6) 企業会計基準の結論の背景において、「国際的な会計基準では、金融商品に係る時価やリスク
77 
 
に関して広く開示が求められている」（企業会計基準第 10 号「金融商品に関する会計基準」第
120 項）や「我が国の会計基準と国際的な会計基準の間の差異の象徴的な存在」（企業会計基準
第21号「企業結合に関する会計基準」第70項）等のように、コンバージェンスが考慮されてい
ることが示されている。 
 (7) 中小会計要領公表までに「中小企業の会計に関する研究会報告書」と「非上場会社の会計基準
に関する懇談会報告書」が取りまとめられており、中小会計要領公表までの経緯等の参考になる。 
 (8) IFRS第９号「金融商品」では、「償却原価で測定される場合を除き、金融資産は公正価値で測
定しなければならない」（para.4.1.4）とされ、我が国の会計制度と比較し広い範囲で公正価値測
定が行われる。 
 (9) この改正については、「企業会計の世界では、時価会計ないし時価主義（mark to market）の
考え方、すなわち、未実現の損益も、デリバティブを中心とする一定範囲の金融資産および金融
負債については損益に計上すべき」（金子宏（2014）p.314）との考え方が理由とされているが、
これに加え「デリバティブ取引を利用した租税回避を防止する必要があることも1つの理由とな
って」（金子宏（2014）p.314）いるとされる。 
 (10) 時価評価については、未実現の損失（評価損）が生じることも考えられ、必ずしも課税ベース
の拡大となるとは限らない。しかし、従来から保守主義の考え方等から低価法が認められるよう
に未実現の損失の計上の余地があったと考えられることも考慮し、課税ベースの拡大として扱っ
ている。 
 (11) IFRSの収益認識の動向から返品調整引当金を捉えた検討について、金子（2011）を参照。 
 (12) なお、発生主義を、企業の活動に伴う経済価値費消事実の発生と捉えた場合は、引当金の設定
は、経済価値費消事実のない将来の費用または損失であり発生主義では説明できないとの見解が
ある。しかし、この場合にも、引当金の計上の根拠としては、将来の特定の費用または損失に供
え、企業財政の健全化を目的とする保守主義に基づくものと考えられる。 
 (13) IAS 第37号修正公開草案「引当金、偶発負債および偶発資産に対して提案された改訂」では、
「引当金」という用語の代わりに「非金融負債」という用語を採用している（para.10）。 
 (14) ただし、特別修繕引当金を評価勘定と捉える見解によれば、資産負債アプローチでも計上すべ
きとなるものと思われる。本稿では、評価勘定としてではなく負債性引当金であるとして検討を
行った。 
 (15) この当時、国際会計基準（IASBの前身のIASCの公表していた会計基準）が法人税法に大き
な影響を与えたとは考えられないが、会計観の違いによる検討を行うという観点から試行的に行
った検討である。 
 (16) この最高裁判決では、「特例企業税の課税によって各事業年度の所得の金額の計算につき欠損
金の繰越控除を実質的に一部排除する効果を生ずる内容のものであり」無効であるとされている。
判決の詳細については、金子（2013）を参照。 
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